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練馬区環境部環境課
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はじめに 

１ 発行目的 

  練馬区は、平成 18 年に練馬区環境基本条例を施行するとともに、環境保全の取

組を区民・事業者・区が一体となって進めることを内外に明らかにするため、「環

境都市練馬区宣言」を行いました。 

  「練馬区の環境」は、練馬区環境基本条例第 16～18 条に基づき、環境の監視・

測定の結果および環境の保全に関する施策の実施状況等を公表するために毎年度

作成しています。 

本冊子が区民の皆さまが、環境への関心を深め、環境を守り向上させる一助と

なれば幸いです。 

 

２ 練馬区の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
面積 48.08km2 
総人口 740,800人（R3.7.1）※外国人住民 19,283人を含む 
世帯数 382,827世帯（R3.7.1）※外国人住民世帯を含む 
人口密度 15,407人／㎢（R3.7.1） 

 

東京メトロ 

有楽町線・副都心線 
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管 理 係

事 業 調 整 係

地 域 第 一 係

地 域 第 二 係

作 業 係

事 務 係

車 両 係

空 き 家 等 対 策 係

環境課

管 理 係

計 画 係

保 全 係

協 働 係

施 設 係

練馬・
石神井清掃
事務所

地球温暖化対策係

環 境 規 制 係

環 境 計 画 推 進 係

リサイクル推進係

み ど り
推 進 課

清掃リサ
イクル課

管 理 係

計 画 調 整 係

清 掃 企 画 担 当 係

清 掃 事 業 係

３　環境部の組織と主な分掌事務

（令和３年４月１日現在）

環 境 部

庶 務 係

美 化 啓 発 係 ・環境の保全に係る総合的な

計画の立案・推進

・歩行喫煙防止対策の推進

・空き家等、あき地の対策

・環境に関する普及啓発活動

・公害規制

・みどり施策に係る計画の立

案・推進

・樹林地、樹木等の保全

・身近なみどりを広げる区民

活動への支援

・みどりに関する普及啓発活動

・みどりに関する普及啓発施設

の管理運営

・一般廃棄物処理基本計画の

立案・推進

・清掃事業の企画調整

・一般廃棄物処理業の許可およ

び指導

・リサイクル事業の推進

・清掃事業の実施

・廃棄物の収集運搬

・集積所の改善

・環境学習および啓発活動

・高齢者等へのごみの排出支援

・排出指導

-　2　-- 2 -
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４ 環境部の主な取組 

１ 環境に関する事業 

 

⑴ 練馬区環境基本計画の推進 

「練馬区環境基本計画2011（後期計画）」の方向性を継承し、「第２次みどり

の風吹くまちビジョン」の環境分野の施策を体系化するものとして、令和２年３

月に「練馬区環境基本計画2020」を策定しました。望ましい環境像を「みどりの

風吹く 豊かな環境のまち ねりま」とし、「みどり」「エネルギー」「清掃・リサイク

ル」「地域環境」の４分野を計画範囲として施策を進めていきます。 

 

 ⑵ 事務事業における環境配慮活動の推進 

地球温暖化を防止するため、区が実施する事務事業に伴う温室効果ガス

排出量を、令和12年度（2030年度）までに平成25年度比で26％削減する目

標を、令和２年３月に設定しました。令和２年度は、温室効果ガス9.9%の削減

となりました。 

また、令和元年12月に「練馬区役所プラスチック削減指針」を策定し、プラス

チックごみ削減への取組を強化しています。 

 

 ⑶ 環境に配慮した電力の調達 

再生可能エネルギーの導入状況や、発電に伴い発生する温室効果ガス排

出量などを考慮した上で、安定して電力を供給できる事業者を、平成24年度

から入札等で決定しています。令和２年度は155施設に導入しました。 

 

⑷ 再生可能エネルギー・省エネルギー設備設置等への支援 

地球温暖化対策の一環として、再生可能エネルギー・省エネルギー設備を

設置した区民および小規模事業者、管理組合に対して設置費用の一部を補

助しています。令和２年度は、８種類の設備を対象に補助を行いました。 

 

 ⑸ 空き家等対策の推進 

空き家およびいわゆるごみ屋敷を対象とした「練馬区空き家等対策計画」を

平成29年２月に策定（令和３年３月に取組内容の一部を修正）するとともに、
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 ⑹ 歩行喫煙対策の取組 

歩行喫煙やたばこのポイ捨てを防止するため、平成22年４月１日に「練馬区
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２ みどりに関する事業 

 

 ⑴ 練馬区みどりの総合計画の策定 

みどりの状況や区民の意識変化をふまえ、区民とともにみどりに恵まれた環
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拠点となる大規模で特色ある公園を整備し、軸となる幹線道路や河川へとつな

ぎ、みどりのネットワークの形成を進めます。また、誰もが気軽に参加し、ともに

みどりを守り育てる区民協働のムーブメントの輪を広げていきます。  

 

⑵ 樹林等の保全 

   区内に残る貴重なみどりを保護するため、所有者からの申請により、一定の

基準を満たす樹木・樹林を「保護樹木・保護樹林」として指定しています。また、

土地所有者の協力を得て、樹林地の保全を図りながら、憩えるスペースとして

「憩いの森・街かどの森」を区民に開放しています。特に希少な樹林地につい

ては、将来にわたって保全することを目的に、都市計画緑地の決定を進めて

います。 

   

⑶ 民有地の緑化事業 

    普段の生活の中で「見えるみどり」が実感できるよう、まち中の民有地の生け

垣化、フェンス緑化および沿道緑化等の取組を対象にみどりの街並みづくり助

成事業を実施しています。 

 

⑷ 四季の香ローズガーデンのリニューアルオープン 

四季の香ローズガーデンは、令和３年５月、既存の「香りのローズガーデン」

に加えて、バラの花色を楽しむ「色彩のローズガーデン」と、五感でハーブを楽

しむ「香りのハーブガーデン」を拡張し、リニューアルオープンしました。 

植栽されるバラは約 180 品種 200 株から、約 320 品種 460 株となります。色

彩のローズガーデンに咲く、黄色とピンクのマーブル模様のシンボルローズ‘四

季の香’は、木漏れ日の暖かい光と、園のある光が丘をイメージしています。 

また、花とみどりの相談所は、四季の香ローズガーデンの講習棟として、花と

みどりの相談や、みどりに関する講座・イベントの開催など、みどりの普及啓発

の拠点として生まれ変わりました。 
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３ 清掃リサイクルに関する事業 

 

   ものを大事にする、資源を循環させるという習慣を定着させ、区民・事業者・区

の取組が生活の快適さやうるおいのある環境づくりにつながっていく、住んでよか

ったと思える循環型のまちづくりをめざしています。 

 

⑴ ごみの発生を抑制する 

    ごみの減量や発生を抑制するための情報発信や啓発活動を実施しています。

生ごみの減量化や不用品の再使用など様々な事業に取り組んでいます。 

①  情報紙「ねりまの環
わ

」、普及啓発用パンフレット「練馬区資源・ごみの分け 

方と出し方」の発行、練馬区資源・ごみ分別アプリのリリース 

②  清掃事務所による啓発活動・ふれあい環境学習の実施 

③  食品ロスの削減とフードドライブ事業の実施（新型コロナウイルスの感染拡

大防止のため令和２年度は未実施） 

④ 家庭用生ごみ処理機、コンポスト化容器、ディスポーザ等購入費助成によ 

る生ごみの減量化 

⑤ リサイクル・マーケットの開催支援や大型生活用品リサイクル情報掲示板の 

設置 

⑥ リサイクルセンターでの再使用可能な木製家具や不用となった日用雑貨品 

等の展示・販売 

 

⑵ リサイクルを進める 

リサイクルを促進するため、集団回収、集積所回収、街区路線回収および

拠点回収など多様なルートで資源を回収しています。区が実施する事務事業

に伴って発生する資源も回収しています。 
 

① 資源回収を行う団体への資源回収業者紹介や報奨金・集荷場所案内板

等の用品を支給する集団回収支援 

② 集積所での資源回収（古紙、容器包装プラスチック） 

③ 街区路線回収（びん・缶、ペットボトル） 

④ 拠点回収（乾電池、古着・古布、廃食用油、小型家電など） 

⑤ 区立施設から排出される資源の回収（古紙、びん・缶、ペットボトル、乾電池、 

蛍光管、生ごみ、廃食用油など） 

 

⑶ ごみの適正処理を進める 

ごみの収集は、可燃ごみ（週２回）、不燃ごみ（月２回）、粗大ごみ（申込制）

の３区分で行っています。集積所を適正管理するための排出指導や排出困難

世帯の戸別訪問収集など、ごみの適正処理に取り組んでいます。 
 

① 資源・ごみの排出指導、青空集会の実施、集積所の廃止・分散などの相談 

② 集積所を清潔に管理するための防鳥用ネット・立体型防鳥用ネット貸出し 

③ 排出困難世帯（高齢者のみ・障害者のみで集積所にごみを出せない世帯）

の玄関先などでの戸別訪問収集 

④ 有料粗大ごみ処理券、有料ごみ処理券の販売 
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第１章 環境にやさしいまちをつくる 

第１項 環境基本条例と環境基本計画 

１ 練馬区環境基本条例 
⑴  環境基本条例(平成 18 年６月練馬区条例第 58 号) 

区の環境保全施策の方向性を明確にする基本的な枠組みとして、平成 18 年６

月 29 日に「練馬区環境基本条例」(以下「環境基本条例」という。)を公布、同年８

月１日に施行しました。 

ア 目的 

区の環境の保全にかかわる基本理念、区・事業者・区民の責務、環境の保全

にかかわる基本的事項を定め、地域環境や広域的な環境の保全に貢献する。 

イ 基本理念 
①良好な環境を次世代に引き継ぐ ②環境への負荷が少ない持続可能な社

会を築く ③事業活動と日常生活全般において積極的に環境保全を進める 

ウ 環境基本計画 

  環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境基本 

計画を定める。また、施策の策定や施設の建設などに際して、環境に配慮して 

いく。 

エ 区民参加や区民への支援など 

区は、区政への区民参加を進め、環境保全に関する区民活動を支援する仕 

組みを整備するとともに、環境学習や環境保全への意識啓発の推進に努める。

また、日常生活や事業活動が環境に大きな負荷をかけないよう、必要に応じて

区民や事業者に措置を要請することができる。 

 オ 環境に関する情報の公表 

区は、環境についての調査・研究、情報の収集、監視・測定を実施し、報告書

を作成し、結果を公表する。また、環境に関する情報を区民や事業者に提供す

る。 

 

⑵ 練馬区環境審議会 

環境基本条例第 22 条の規定に基づき、「区の環境の保全に関して基本的事項

を調査審議するための組織」として、平成 18 年 12 月に設置しました。 
区長の諮問に応じて、環境基本計画や環境の保全に関する基本的事項につい

て調査審議します。委員の任期は２年で、公募区民５名、区民団体推薦４名、事

業者団体推薦４名、学識経験者２名、教育関係者２名、関係行政機関職員１名の

計 18 名の委員で構成しています。 

令和２年度は１回開催し、「西武鉄道新宿線（井荻駅～西武柳沢駅間）連続立

体交差事業」に係る環境影響評価書案に対する区長意見および「練馬区環境基

本計画 2011(後期計画)の進捗状況評価結果」について審議しました。 

 

⑶ 環境都市練馬区宣言(平成 18 年８月)(巻頭に記載) 

環境基本条例の施行を機に、地域環境・地球環境の保全に取り組み、より良い

環境を次の世代に引き継ぐ決意を内外に明らかにしました。 
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環境基本条例の施行を機に、地域環境・地球環境の保全に取り組み、より良い

環境を次の世代に引き継ぐ決意を内外に明らかにしました。 
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２ 練馬区環境基本計画 2020(令和２年３月策定) 

⑴ 策定の背景、位置付け 

環境基本条例に基づき、区の環境の保全に関する施策を、総合的かつ計画的

に推進するために策定しています。「練馬区環境基本計画 2011(後期計画)」※の

方向性を継承し、第２次ビジョンの環境分野の施策を体系化するものとして、令和

２年３月に策定しました。 

地球温暖化対策の推進に関する法律の「地方公共団体実行計画(区域施策

編)」、気候変動適応法の「地域気候変動適応計画」として位置付けています。 

※平成 22 年度に策定し、28 年度に後期計画として改定。（計画期間 平成 29 年度～令和元年度） 

   

⑵ 計画期間 

令和２年度から令和 11 年度まで。 

   

⑶ 望ましい環境像と目標、施策 

「みどりの風吹く 豊かな環境のまち ねりま」を望ましい環境像として定め、 

環境面の施策を推進します。望ましい環境像の実現に向け、「みどり」「エネル 

ギー」「清掃・リサイクル」「地域環境」の４分野それぞれに目標を設定しています。 
■みどり  
目標 練馬のみどりを未来へつなぐ 
方針１ みどりのネットワークの形成  

  
 
 
 
 

 
 
 

方針２ みどりを育むムーブメントの輪を広げる 
 
 
 

 
 
■エネルギー 
目標 住宅都市にふさわしい自立分散型エネルギー社会へ 
方針１ 災害時のエネルギーセキュリティの確保 
 

 
 

方針２ 効率的で低炭素なエネルギーの確保  
 

 
 
 
 
 
 

① みどりのネットワークの拠点となる大規模な公園づくり 
② 暮らしに潤いをもたらす身近な公園づくりと良好な管理 
③ みどりのネットワークの軸となる幹線道路の整備や河川改修、駅
周辺・公共施設におけるみどりの空間づくり 

④ 樹林地や樹木の保全と管理 
⑤ 地域ぐるみでの緑化の推進とみどり豊かな開発の促進 
⑥ 都市農地の保全 

 

① 個人のみどりを地域で守る仕組みの拡充 
② 公園や憩いの森の区民管理の拡充 
③ みどりを守り育てる人材や団体の育成、区民による取組の支援 
④ みどりを育む基金を活用したみどりと積極的に関わる機会の拡充 
 

① 避難拠点での電気自動車等の活用  
② 避難拠点への太陽光発電設備の導入 
 

① 再生可能エネルギーの利用促進 
② 省エネルギーへの取組 
③ 地域コジェネレーションの構築 
④ 区民・事業者と連携した温室効果ガス排出量削減の取組 
⑤ 防災・環境・まちづくりとの連携  
⑥ 清掃工場の活用 
⑦ 地域活動を担う人材の育成 
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■清掃・リサイクル 
目標 みどりあふれる循環型都市をめざして 
方針１ ごみの発生抑制・再使用の促進 

 
 
 

 
 

方針２ 多様な資源循環の推進 
 

 
 
方針３ 適正処理の推進 
 
 

 
方針４ 協働の取組の推進・環境学習の充実 

 
 
 
 
■地域環境 
目標 快適な地域環境をつくる 
方針１ 良好な交通環境の整備 
 
 
 
 
 
 
方針２ 良好な生活環境の保全 
 
 

 
 
方針３ 気候変動への対応 
 
 
 
方針４ 協働の取組の推進・環境学習の充実 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

① 排出ルールの徹底、事業者の自己処理責任の徹底 
② 資源・ごみの収集運搬と適正処理・処分  

① ３Ｒに取り組む区民・団体・事業者の活動支援 
② ３Ｒに関する普及啓発や環境学習の充実  

① 環境に配慮した都市計画道路の整備 
② 西武新宿線の立体化 
③ 大江戸線の延伸 
④ みどりバス再編等による公共交通空白地域改善の推進 
⑤ 自転車利用環境の整備 

① 公害発生の防止や空き家対策など生活環境の保全 
② 環境に配慮したまちづくりの推進 
③ 環境にやさしい住まいづくりの促進  

① 雨水流出抑制対策の推進 
② 暑熱環境対策の推進 

① 環境保全活動を行う区民・団体との連携、支援 
② 地域活動を担う人材の育成 
③ 環境学習、環境教育の推進  

① プラスチック使用の削減 
② 食品ロスの削減 
③ 生ごみの発生抑制・資源化 
④ 再使用の促進 
 

① 区民・事業者が進める資源回収の促進 
② 区が進める資源回収の推進  
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■清掃・リサイクル 
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方針３ 気候変動への対応 
 
 
 
方針４ 協働の取組の推進・環境学習の充実 
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② 資源・ごみの収集運搬と適正処理・処分  
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① 環境に配慮した都市計画道路の整備 
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④ みどりバス再編等による公共交通空白地域改善の推進 
⑤ 自転車利用環境の整備 

① 公害発生の防止や空き家対策など生活環境の保全 
② 環境に配慮したまちづくりの推進 
③ 環境にやさしい住まいづくりの促進  
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② 暑熱環境対策の推進 

① 環境保全活動を行う区民・団体との連携、支援 
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① プラスチック使用の削減 
② 食品ロスの削減 
③ 生ごみの発生抑制・資源化 
④ 再使用の促進 
 

① 区民・事業者が進める資源回収の促進 
② 区が進める資源回収の推進  
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⑷ 進捗管理 
毎年度点検・評価します。進捗状況の点検は、区の環境の現状や環境保全

施策の実施状況を示す環境指標を定めて行っています。環境審議会におい

て進捗状況を評価し、見直しの必要性や方向性等について検討します。12

の環境指標の令和２年度の進捗状況は以下のとおりです。 
 
 

 

 

 

 

 

目標 環境指標 
令和 11 年度 

目標値 

令和２年度 

実績 
評価 

練馬のみど

りを未来へ

つなぐ 

練馬のみどりに満足している

区民の割合 
80％ ※１ 

調査対象外年次 

※２ 
－ 

区のみどり施策への満足度 維持向上  

79.1％ 

（令和元年度実績 

77.0％）※３ 

Ａ 

住宅都市に

ふさわしい

自立分散型 

エネルギー

社会へ 

区内の温室効果ガス排出量 

（平成 25 年度比） 
26％削減 ※４ 

13.2％削減 

※５ 
Ｄ 

区内のエネルギー消費量 16,569TJ 
19,750TJ 

※５ 
Ｄ 

住宅・事業所の再生可能エネルギ

ー・省エネルギー設備設置補助に

基づく温室効果ガス排出削減量

(累計) 

21,451t-CO2/年  

13,007t-CO2/年 

(令和 2 年度目標値 

13,199t-CO2/年） 

Ａ 

みどりあふ

れる循環型

都市をめざ

して 

区民 1 人 1 日あたりのごみ 

収集量 

令和 8 年度までに 

443ｇ以下 ※６ 
493ｇ 

Ｃ 

※７ 

リサイクル率  
令和 8 年度までに 

25.2％以上 ※６ 
24.1% Ａ 

快適な地域 

環境をつく

る 

区内の都市計画道路の整備率 73.2％ ※８  50.9％ Ｂ 

管理不全な空き家およびいわゆ

るごみ屋敷に対する指導棟数 

（累計） 

     260 棟 

93 棟 

（令和 2 年度目標値   

60 棟） 

Ａ 

雨水流出抑制対策量（累計） 
令和 3 年度までに 

555,000 ㎥  ※９ 
570,118 ㎥ Ａ 

つながるカレッジねりまの「み

どり」「環境」分野の修了者数

（累計） 

400 人  

24 人 

(令和 2 年度目標値

40 人) ※10 

Ｂ 

環境作文コンクールへの作品

応募数 
  1,100 作品 

中止 

※11 
― 

【環境指標の進捗状況に関する調査結果】 

Ａ 順調に進捗している（進捗状況が概ね８割以上）           ５ 指標 

Ｂ ほぼ順調に進捗している（進捗状況が概ね６割以上８割未満)   ２ 指標 

Ｃ 進捗状況がかんばしくない(進捗状況が概ね６割未満)    １指標 

Ｄ その他(単年度での評価が困難等)             ２指標 
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※１ 練馬区みどりの総合計画（平成 31 年４月）に基づく。令和 30 年度まで。 

※２ 区民意識意向調査において概ね５年に一度調査される項目。 

(前回調査平成 27 年度、次回調査予定令和３年度) 

※３ 区民意識意向調査において毎年調査される項目。 

※４ 平成 28 年５月に国が策定した「地球温暖化対策計画」に基づき、令和 12 

年度までに平成 25 年度比で 26.0％削減とする。 

※５ 平成 30 年度実績。オール東京 62 市区町村共同事業が集計を行い、概ね２ 

    年後に確定する。 

※６ 練馬区第四次一般廃棄物処理基本計画（平成 29 年３月）に基づく。令和

８年度まで。 

※７ 新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響等により、家庭ごみの

排出量が増加している。 

※８ 東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）（平成 28 年

３月）、第２次ビジョン戦略計画に基づく。値は、令和５年度までに着手す

る路線の完成時。 

※９ 練馬区総合治水計画（平成 24 年３月）に基づく。令和３年度まで。 

※10 「環境」分野のみの修了者数。「みどり」分野は令和２年度から令和３年

度までの２年制となっている。 

※11 令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。 
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第２項 地球温暖化問題とは 

１ 地球温暖化＝二酸化炭素(温室効果ガス)で地球が熱くなる 

地球の気温が一定程度の温度 

に保たれているのは、大気中に 

存在している二酸化炭素や水蒸 

気などの温室効果ガスが、地表 

面から放射される熱を吸収し、 

再び大気中に放射して温める役 

割(温室効果)を果たしている 

ためです。温室効果ガスは生物 

が生存するために不可欠です。 

しかし、産業革命以降、人間 

は化石燃料を大量に燃やして使 

用することで、大気中への二酸 

化炭素の排出を急速に増加させました。このため、温室効果が強くなり、地表 

面の温度が上昇しています。これが「地球温暖化」です。 

    

２ 地球温暖化は代表的な環境問題 

平成 26(2014)年 10 月に、 

IPCC(気候変動に関する政府間 

パネル)は、地球温暖化に関す 

る第５次評価報告書の統合報告 

書を採択・公表しました。 

この報告書では温暖化の主な 

原因が人間の活動であった可能 

性が極めて高い(95％以上)と 

し、温暖化の世界的な影響を次 

のように推計しています。 

① 2100 年には、平均気温が最大予測で 4.8℃上昇する。 

② 2100 年には、海面水位が最大予測で 82cm 上昇する。 

３ 地球温暖化の影響 

地球温暖化による“急激な”気温上昇は、さまざまな問題を引き起こすとい

われています。例えば、つぎのような問題の発生が懸念されています。 

① 極地の氷などが溶けて海面の上昇により、海岸線が後退し陸地が水没する。 

② 高温地域での疾病が高緯度地方にも広がる。 

③ 気候変動の幅が大きくなり、極端な天候の発生が多くなる。 

④ 植生に変化が生じ、食料生産への影響が出る。 

⑤ 生物種の絶滅が増える。 

適正な温室効果ガス
量で、適度に熱放出が
行われている状態 

温室効果が強まり、熱放
出が少ないため、地表温
度が上昇している状態 

放出される 

熱エネルギー 

太陽光 

ｐｐｍ 

放出される 

熱エネルギー 

適量 

イメージ 

適量 
小     

大 

太陽光  

熱の吸収  

太陽光  

熱の吸収  
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第３項 地球温暖化防止に向けた動向 

１ 主な国際的な取組 

⑴ COP３(国連気候変動枠組条約第３回締約国会議) 
平成９(1997)年、京都で開催された COP３では、温室効果ガスの国別削減

目標を含む京都議定書が合意されました。国別の削減目標は、各国の温室効

果ガス排出量を、平成 20（2008）年から平成 24（2012）年の間に、基準（平

成２（1990）年、一部平成７(1995)年)のレベルより次表のとおり削減する

というものです。(日本、EU のみ表記) 

 

 日本 ＥＵ 

1990(一部 1995)年排出量を基準とした、
2008～2012 年の間の排出量の削減率 

6％ 8％ 

 
平成 13(2001)年、マラケシュで開催された COP７では、京都議定書の実行

ルール(いわゆる京都メカニズム＝国際排出量取引、クリーン開発メカニズ

ム、共同実施)が合意されました。 

 

⑵ 京都議定書の発効 

平成16(2004)年、ロシアが京都議定書を批准したことにより、発効要件(①

55か国以上が批准、②排出抑制義務を負う先進国のうち平成２(1990)年温室

効果ガス排出量の55％以上を占める国が批准)を満たしたため、平成

17(2005)年２月16日、京都議定書が発効しました。議定書合意から７年を経

て、議定書の国別削減目標を達成することが批准国の法的な義務になりまし

た。 

平成23(2011)年のドーハで開催された COP17では、京都議定書における第

二約束期間(2013～2020)年の設定が合意されました。さらに将来を見据え、

京都議定書に代わる新しい枠組みを令和２(2020)年から発効させ、実施して

いくことも合意されました。 

 

⑶ パリ協定の発効 

平成 27(2015)年 12 月、パリで開催された COP21 では、産業革命からの気

温上昇を２℃未満に抑えるなどの共通認識のもと、途上国を含むすべての国

が自主目標を設定し、達成に向けた政策をとらなくてはならないと定めた

「パリ協定」が採択されました。平成 28(2016)年 11 月にパリ協定は発効し

ました。 
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２ 日本の取組 

⑴ COP３（平成９(1997)年12月開催）後の対応 

国は、COP３の合意を受けて、平成10(1998)年に「地球温暖化対策推進大

綱」を決定しました。同年10月、「地球温暖化対策の推進に関する法律」を

制定し、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に

取り組むための枠組みを定めました。 

 

⑵ COP７(平成13(2001)年10月開催）後の対応 

国は、COP７の合意を受けて、同年に京都議定書を批准し、その義務を果

たすための政策を推進することになりました。平成17(2005)年２月の京都

議定書発効を受け、同年４月に「京都議定書目標達成計画」を決定し、国、

地方公共団体、事業者、国民それぞれにおける対策を本格的に推進するため

の取組を定めました。平成20(2008)年３月、「京都議定書目標達成計画」を

全部改定しました。 

 

京都議定書目標達成計画(改定)における温室効果ガス削減の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

※ 京都メカニズムは、京都議定書における各国の数値目標を達成するための補

助的手段として、排出量取引など市場原理を活用する仕組みです。 

 

⑶ 国連気候変動サミット（平成21(2009)年９月開催）後の対応 

国は、温室効果ガス排出量を令和２(2020)年までに平成２(1990)年比で

25％削減することを表明しました。 

 

⑷ COP17（平成23(2011)年11月開催）後の対応 

令和２(2020)年からすべての国が参加する新しい枠組みが合意されまし

た。二酸化炭素の最大排出国であるアメリカが京都議定書から離脱し、ま

た、急激な経済成長により排出量が増加してきた新興国には削減義務が課

せられていないため、国は、京都議定書の第二約束期間(2013～2020)年に

参加しませんでした。その結果、令和２(2020)年までの間は温室効果ガス

排出量を自主的に削減することになりました。 

なお、平成26(2014)年４月に発表された京都議定書の第一約束期間(2008

～2012)年における日本の温室効果ガス排出量の確定値は、基準年度比

8.4％減となり、６％削減目標を達成しています。 

 

温室効果ガス -6% 
(1990 年度比) 

排出削減 -0.6% 
-0.6 

森林吸収 -3.8% 

京都  -1.6% 

起源 CO2  ＋1.3%～＋2.3% 

その他温室効果ガス -3.14% 
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⑸ COP19（平成25(2013)年11月開催）後の対応  

国は、同年３月に決定した、「当面の地球温暖化対策に関する方針」にお

いて削減目標をゼロベースで見直すこととし、同 COP にて、日本の新たな

削減目標を2005年比で3.8％削減することを表明しました。 

 

⑹ COP21（平成27(2015)年11月開催）後の対応 

国は、平成28(2016)年５月、「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、温室

効果ガス排出量削減の中期目標を「2030(令和12)年度までに2013(平成25)

年度比で26％削減」としました。同年11月にパリ協定を正式に批准したこ

とで2030年度に向けた削減目標が国際公約となりました。 

 

⑺ 国の2050年脱炭素社会の実現に向けた動き 

令和２（2020）年10月、国は、2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼ

ロとする、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。また、令和３

（2021）年５月、地球温暖化対策推進法を改正し、「2050年までの脱炭素

社会の実現」を基本理念として位置付けました。この目標の実現に向け、

2030年までに温室効果ガスを、2013年度比で46％削減することを目指すと

しています。同年６月には、脱炭素社会の実現に向けた行程と具体策を示

した「地域脱炭素ロードマップ」を策定しました。 

  

３ 東京都の取組 

令和元(2019)年12月に策定した「ゼロエミッション東京戦略」では、平均

気温の上昇1.5℃に抑えることを追求し、2050年にＣＯ²排出実質ゼロを実現

するためのビジョンと取組をまとめました。 

令和３(2021)年１月のダボスアジェンダ会議では、令和12（2030）年まで

に温室効果ガスを平成12(2000)年比50％削減、再エネ電力の利用割合を50％

まで高めていくことを表明しました。また、この目標を踏まえて、「ゼロエミ

ッション東京戦略」を改訂しました。 

 

４ オール東京62市区町村共同事業 

平成17(2005)年の京都議定書の発効を契機に、東京23区の区長でつくる「特

別区長会」では、地球温暖化防止に向けて、これまで以上に連携して取り組

む決意を示す共同宣言を行いました。これを受けて、平成19(2007)年にオー

ル東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」がスタ

ートしました。 

各自治体の地域の特性に応じた自然環境の保護や地球温暖化対策を推進す

るため、市区町村ごとの温室効果ガス排出量の公表や、市民協働型温暖化対

策実行計画推進研究会の運営、気候変動への適応策に関する調査研究などを

行っています。 
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第４項 区の地球温暖化対策とエネルギー問題への対応 

１ 練馬区の地球温暖化対策に関する計画(練馬区環境基本計画) 

区では、「練馬区環境基本計画」を地球温暖化対策推進法における「地方

公共団体実行計画（区域施策編）」として位置付け、温室効果ガス排出量の

削減目標などを定めています。 

 

⑴ 排出量削減対象とする温室効果ガス 

温室効果ガス 区で排出される代表的な活動 地球温暖化係数※ 

二酸化炭素(CO2) 
化石燃料の燃焼による使用、他人から供

給された電気の使用等 
1 

メタン(CH4) 自動車の走行、生活排水の処理等 25 

一酸化二窒素 
(N2O) 

自動車の走行、生活排水の処理等 298 

ハイドロフルオロカ
ーボン類(HFCs) 

業務用冷凍空調機器からの排出、家庭

用エアコンおよび冷蔵庫からの排出等 
1,430 等 

パーフルオロカーボ
ン類(PFCs) 

溶剤からの排出等 

(区ではほとんど排出されていない) 
7,390 等 

六ふっ化硫黄(SF6) 
電気設備からの排出等 

(区ではほとんど排出されていない) 
22,800 

三ふっ化窒素(NF3) 
ふっ化物製造時の漏出等 

(区ではほとんど排出されていない) 
17,200 

※二酸化炭素を基準にして、ほかの温室効果ガスが何倍の温室効果がある

のかを表した数字。 

 

⑵ 対象とする二酸化炭素（ＣＯ２）排出部門 

温室効果ガス排出量のほとんどを占める二酸化炭素（ＣＯ２）は、以下の 

排出部門を対象とします。 

部門 内容 

民生家庭部門 家庭における電気や燃料の消費 

民生業務部門 
事務所ビル、小売店舗、飲食店、学校、病院等における
電気や燃料の消費 

運輸部門 
自動車（自家用、営業用）、鉄道における電気や燃料の消
費 

産業部門 製造業、建設業等における電気や燃料の消費 

廃棄物部門 
廃棄物（家庭系ごみ、事業系ごみ）の燃焼等による 
処理 
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⑶ 区の温室効果ガス排出量 

ア 温室効果ガス総排出量の推移（基準年度および直近３年度分） 

 

 

 

 

 

 

 

イ 二酸化炭素（ＣＯ２）の部門別排出量の構成(区と国) 

部門 
平成 30(2018)年度 

練馬区 国全体 

民生家庭部門 50.7％ 15.7％ 

民生業務部門 23.8％ 18.5％ 

運輸部門 16.8％ 19.8％ 

産業部門 4.3％ 37.6％ 

廃棄物部門 4.4％ － 

エネルギー転換部門(製油所、発電所等) － 8.4％ 

区内で排出される温室効果ガスのほとんどは二酸化炭素です。排出され 

た二酸化炭素の構成は、民生家庭部門(一般家庭)と民生業務部門(事業活 

動)からで四分の三を占めており、製油所や発電所がなく、工場も少ない 

という練馬区の特性を表しています。 

一方、国全体では、産業部門とエネルギー転換部門で半数近くを占める 

という構成になっています。 

 

 ⑷ 区の地球温暖化対策の目標 

上記⑶のイで示したとおり、区と国とでは構成が異なります。しかし、地球温暖化 

対策の重要性に鑑み、以下のとおり、国と同水準の削減目標を掲げています。 

今後も区の特性を踏まえて、太陽光発電などの再生可能エネルギー設備の導

入費用の一部補助などのさらなる活用を促し、温室効果ガス排出量の削減を推進

します。 

 

目標 

令和 12(2030)年度までに 26.0％削減する。 

※基準年度は平成 25(2013)年度。 

 

 

 

年度 
基準年度 
H25(2013) 
実績値 

H28（2016) 
実績値 

H29(2017) 
実績値 

H30(2018) 
実績値 

排出量 
(千 t-CO2eq) 

2,273 1,972 2,032 1,974 
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２ 練馬区のエネルギーに関する計画(練馬区エネルギービジョン) 

 ⑴ 経緯 

平成 23 年の東日本大震災で顕在化した、従来の「大規模集中型」の電力

供給の脆弱性を解決し、住宅都市練馬にふさわしい「自立分散型」のエネル

ギー社会の実現を目指すため、区のエネルギー政策に関する個別計画として

「練馬区エネルギービジョン」を平成 28 年に策定しました。 

令和２年度に、専門的見地から区へ助言を行う「エネルギービジョン検討

会議」を設置し、計画の検証を行っています。 

 

⑵ 概要 

ア 目的 
住宅都市練馬にふさわしい自立分散型エネルギー社会の実現をめざす。 

イ 政策の考え方 
災害時のエネルギーセキュリティの確保、効率的で低炭素なエネルギー

の確保という二つの観点から、エネルギー政策を展開する。 

ウ 位置づけ 

区の総合計画である「みどりの風吹くまちビジョン」のエネルギー分野

における個別計画。 

エ 計画期間 
国や東京都のエネルギー対策との整合や連携を図りながら進めるため、令和    

10 年代初頭までの期間を対象とする。 

オ 取組の柱立て 
    柱立ては、「災害時のエネルギーセキュリティの確保」「分散型エネルギ  

ーの普及拡大」「省エネルギー化の推進」「区民とともに進める取組」の４  
点とし、それぞれ重点的に取り組む事業を示した。  
柱１ 災害時のエネルギーセキュリティの確保 

① 避難拠点への太陽光発電設備等の導入 

② 避難拠点での電気自動車等の活用  
柱２ 分散型エネルギーの普及拡大  

① 地域コジェネレーションシステムの早期整備 
② 区民、事業者による分散型エネルギーシステムの導入支援 

柱３ 省エネルギー化の推進 

① 省エネルギー機器・設備の導入支援 

② 区立施設における省エネルギー化の推進 

柱４ 区民とともに進める取組 

自立分散型エネルギー社会の実現をめざし、区民や事業者ととも 

に取組の推進に努める 
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３ 再生可能エネルギー・省エネルギー設備設置補助制度※ 

太陽光発電設備や家庭用燃料電池システムは、日常生活における温室効果ガス

の発生を抑制する効果がありますが、設備の設置には多額の費用がかかります。 

区では平成 18 年度から、これらの設備

を設置した方に、その費用の一部を補助す

ることにより、再生可能エネルギー・省エ

ネルギー設備の区内への普及を促進して

います。平成 22 年度から小規模事業者へ

の補助、平成 25 年度からは管理組合への

補助も行っています。 

  ※ 平成 26 年度までの制度名は、「地球温暖化
対策設備設置補助制度」。 

 
令和２年度補助実績 

設 備 種 類 補助対象者と補助金額※1 
実 績 

件数(件) 金額(千円) 

太陽光発電設備 
(区民・事業者) 5万円  118 5,899 
(管理組合) 20万円  0 0 

強制循環式太陽熱利用システム  
(区民・事業者) 2.5 万円  0 0 
(管理組合) 20万円  0 0 

自然冷媒ヒートポンプ給湯器 

(エコキュート) 
(区民・事業者) 2.5 万円  105 2,625 

家庭用燃料電池システム 

(エネファーム)  
(区民・事業者) 5万円  402 20,100 

蓄電システム※２ 
(区民・事業者) 6万円  207 12,357 
(管理組合) 20万円  0 0 

ビークル・トゥ・ホームシステム

（V2H）※３  

(区民・事業者) 2.5 万円  2 50 
(管理組合) 20万円  0 0 

改修窓(窓の断熱改修) 
(区民・事業者) 4万円  27 1,080 
(管理組合) 20万円  0 0 

直管形等ＬＥＤ照明  
(事業者) 2万円  1 20 
(管理組合) 20万円  14 2,444 

合 計※４ 876 44,575 
※1 補助金額は１件あたりの補助上限額。 

※2 抽選により申請額を減額して交付した 2 件を含む。 

※3 電気自動車等から電力を取り出し、分電盤を通じて建築物の電力として使用するために必要

な機能を有するシステム。 

※４ 合計は区民、事業者、管理組合の合計。 

 
 

 

太陽光発電設備 
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太陽光発電設備 
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４ 自立分散型エネルギー設備設置補助制度 

平成 28 年度から、低炭素で高効率な自立分散型エネルギー設備の普及を
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自然冷媒ヒートポンプ給湯器(エコキュート) 家庭用燃料電池システム(エネファーム) 

順天堂大学医学部附属練馬病院に設置

したコジェネレーションシステム 
地域コジェネレーションシステム 
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第５項 環境教育啓発事業 

１ 環境教育啓発事業 

 ⑴ エコライフチェック 

エコライフチェックとは、区民や事業所が環境

に配慮した行動(エコライフ)に取り組む日を決め

て実践し、普段の日の行動と比較(チェック)するこ

とで、エコライフの効果(二酸化炭素排出量の削

減)を確認する啓発事業です。 

令和２年度は、区民 42,225人および 18事
業所により 2.75t の二酸化炭素排出量にあたる削減に取り組みました。 

このほか、区立学校敷地にある樹木が吸収するCO₂量とエコライフチェックの結果

を連携させ、分かりやすく表示した樹木用プレートを希望する学校に配付しました。 

 

 ⑵ 環境作文コンクール 

小・中学生の環境問題への意識・関心を高めることを目的として、昭和 49 年度

から環境作文コンクールを実施しています。 

入賞作品は、作品集としてまとめ、区立図書館、環境課窓口、区ホームページ

等で公開しています。 

※令和２年度は新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止しました。 

 

 ⑶ こどもエコクラブの活動支援 

(公財)日本環境協会が主催しているこどもエコクラブ(３歳から 18 歳を対象とする

環境活動クラブ)の地方事務局として、子どもの環境保全活動や環境学習を支援

しています。令和２年度は 6 クラブ 323 名が登録・活動しました。 

  

⑷ ねりまエコ・アドバイザーの活動支援 

ねりまエコ・アドバイザーとは、区が行う環境教育啓

発事業や地域で行われる環境保全活動への助言・協

力等を行うため、区が委嘱した区民(ボランティア)で

す。平成 21 年に、ねりまエコ・アドバイザー相互の情

報交換、連携等を図るため、「ねりまエコ・アドバイザ

ー協議会」が設立されました。 

区では、ねりまエコ・アドバイザー協議会と連携し、

環境教育の一環として、小学校・学童クラブ等への講師派遣を行っています。 

令和３年３月 31 日現在、37 名のねりまエコ・アドバイザーが在籍しています。 

エコライフチェックレポート  

環境学習の様子(学童クラブ) 
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⑸ 地域のエコ活動を担う人材の育成 

  省エネや創エネ、省資源などエコライフに関わる 

知識や技術を学び、自ら主体的に地域のエコ活動を 

行う人材を育成するため、つながるカレッジねりま 

「環境」分野「エコ・アドバイザーコース」を開講し 

ました。令和２年度は 16名が同コースを卒業し、ね 

りまエコ・アドバイザーとしての活動を開始しまし 

た。 

 

⑹ 環境月間行事 

毎年６月５日の「世界環境デー」に合わせ環境省が定める 

環境月間(６月)の周知を図るとともに、区役所および区立 

施設で関連事業を行っています。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、 

開催を令和３年 1月に延期しました。「スタート！エコライ 

フ 2021 冬」と題して練馬区地球温暖化対策地域協議会(ね 

り☆エコ）主催で開催し、環境に役立つ暮らしのヒントや 

区の環境への取組などをパネル展示で紹介しました。 

 

⑺ 電気自動車、燃料電池自動車の活用 

地球温暖化対策の一環として、電気自動車 11 台と燃料電池自動車２台の

計 13台を公用車に導入しています。電気自動車のうち７台は、区内を 24 時

間 365日巡回する安全・安心パトロールカーです。 

電気自動車等は、「電気を取り出すことができる自動車」の特性を活かし

て、災害による大規模な停電発生時に避難拠点で緊急電源としても活用しま

す。この取組を強化するため、平成 30年度に、区民や事業者の皆さんが所
有する電気自動車等を災害時に避難拠点（区立小中学校）の電源として活用

する「災害時協力登録車制度」を創設し、登録を呼びかけています。 
また、平成 30年度と令和２年度に自動車メーカーおよび自動車販売会社

と「災害時における電気自動車からの電力供給の協力に関する協定」を締結

しました。 
各種のイベントや防災訓練では、これらの車両から電気を取り出す「外部

給電」のデモンストレーションを行っています。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

練馬水素ステーションと燃料電池自動車 安全・安心パトロールカー(電気自動車) 

 環境月間周知ポスター  

 講座の様子  

- 21 -



 - 22 - 

冬期の節電ポスター 

 

⑻ ねりまエコスタイルフェア 

ねりまエコスタイルフェアは、省エネ・省資源につながる展示・体験などを通じて、

広く区民に温室効果ガスの排出抑制や地球温暖化防止対策を啓発する目的で

開催しています。 

※令和２年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止となりました。 

 

⑼ 節電の取組 

令和２年度は、家庭での「無理のない賢い節電」を呼びかけ

るためのポスターを区内の公設掲示板等に掲示しました。 

また、区立施設でも、利用者などの健康管理に配慮しながら

節電に取り組みました。 

 

⑽ ねりま打ち水大作戦 

打ち水の効果や楽しさを広く周知・啓発することに

より、区民一人ひとりがヒートアイランド対策に積極

的に取り組む契機となることを目的としています。令

和２年度は、７月 22 日から８月 23 日を「ねりま打ち

水強化月間」と定め、各家庭での取り組みに加え、区

立施設や小学校、事業所など 12 団体が打ち水を実施

しました。 

 

⑾ 練馬区民環境行動連絡会の活動支援 

平成 16 年８月に策定された「練馬区民環境行動方針」に基づき、提案さ

れたプロジェクトを実現するため、事業実施グループ間の連絡・調整等を図

るための組織として「練馬区民環境行動連絡会」(以下「連絡会」といいま

す。)が平成 17 年４月に発足しました。区は連絡会と共催で、区民環境行動

講演会の開催や広報紙の編集・発行など、連絡会の活動を支援しています。 

令和２年度は、連絡会の広報誌「もっと！青い空」を２回発行しました。

講演会は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止としました。 

 

⑿ 練馬区地球温暖化対策地域協議会(ねり☆エコ) 

練馬区をはじめ、区民団体、事業者団体、教育関係者、学識経験者、行政

関係機関など 29 会員で構成されています。 

区内の日常生活に起因する温室効果ガスの排出抑制に必要な取組を協議

し、企画・実施するため、平成 22 年５月に設立されました。 

令和２年度は、以下の取組を行いました。 

ア ホームページの充実 

 地球温暖化や省エネに関する知識をクイズ形式で学べる「ねり☆エコ 

e-ラーニング」の拡充や省エネのコツが分かる「ねりまのエコ暮らし帳」 

・動画で学べる「たのしく学ぼう！地球温暖化」の創設などを行いました。 

イ こどもエコ・コンクールの実施 

 小学３年生から中学２年生を対象に、地球環境に関する絵を募集しまし 

た。 

ウ 環境月間行事 

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、6 月の環境月間行事を令和 3 

年 1 月に延期し「スタート！エコライフ 2021 冬」と題してパネル展示に 

より、省エネや環境に役立つ暮らしのヒント、区の環境への取組などを紹 

保育園での打ち水イベント  
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介しました。 

エ 省エネルギー月間講演会 

令和 3 年 2 月に「快適・安全なすまいのつくりかた～ネットゼロエネル 

ギー住宅（ZEH）の現状と課題～」と題しての講演会を開催し動画でも配 

信しました。 
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第６項 区の事務事業における環境配慮活動の推進 
１ 練馬区環境マネジメントシステム(ねりまエコプラン) 
 

区は、事務事業を執行する中で、率先して地球温暖化防止をはじめとする
環境課題の解決に向けて取り組んでいます。 
平成 13 年度に環境マネジメントシステムの世界共通の規格である ISO14001

を認証取得しました。平成 23 年度からは区独自の「練馬区環境マネジメント
システム(ねりまエコプラン)」に基づき、環境への負荷を低減し、環境法令を
遵守するとともに、環境課題の解決に向けて取り組んでいます。 

 
２ 練馬区環境管理実行計画 

⑴ 温室効果ガス排出量の削減 
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、事業者としての区が、自ら

の事務事業に伴う温室効果ガス排出量の削減を目的として平成 23 年に策定
しました。 
令和２年３月に第三次計画を策定しました。この計画では、令和 12 年度

までに、平成 25 年度比 26%の温室効果ガス排出量の削減を目指します。 

※ 平成 25 年度排出係数で算出  

 

⑵ 温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結 
「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関

する法律」および「練馬区電力調達に係る環境配慮方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮した競争入札等を行っています。令和２年度は、
155 の区立施設において契約を締結しました。 

 
⑶ プラスチックごみの削減 

プラスチックごみが大量に自然界に流出し、生態系ひいては人体への影響
が懸念されています。令和元年 12 月「練馬区役所プラスチック削減指針」
を策定し、事務事業におけるプラスチックごみの発生抑制に向けた取組を積
極的に進めています。 

 
令和２年度 

実績 
目標値 

(平成 25 年度比 26%削減) 
令和元年度

実績 
温室効果ガス排出量  

(t-CO2eq)※ 
48,865 40,136 53,017   

電気使用量に伴う二酸化

炭素排出量(t-CO₂eq)※ 
37,153 30,674    40,116 

 令和２年度 実績 平成 25 年度 実績 令和元年度 実績 

電気使用量(kWh) 65,180,689 72,723,309 70,378,085 

都市ガス使用量(㎥) 4,407,636 4,556,142   4,769,640 

ＬＰＧ使用量(kg) 16,947   51,915   47,172   

重油使用量(ℓ) 199,953   413,074   350,712   

灯油使用量(ℓ) 990   3,819   2,766   

地域冷暖房熱使用量(GJ) 15,915   15,246   12,016   

自動車燃料使用量 

(ガソリン換算値)(ℓ) 
158,521   220,580   171,182   

水道使用量(㎥) 1,128,070 1,617,637   1,442,770   

用紙使用量 

(A4 換算値)(枚) 
143,795,612 112,221,431 120,768,112   

廃棄物排出量(t) 2,305   2,606   2,194   
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第６項 区の事務事業における環境配慮活動の推進 
１ 練馬区環境マネジメントシステム(ねりまエコプラン) 
 

区は、事務事業を執行する中で、率先して地球温暖化防止をはじめとする
環境課題の解決に向けて取り組んでいます。 
平成 13 年度に環境マネジメントシステムの世界共通の規格である ISO14001

を認証取得しました。平成 23 年度からは区独自の「練馬区環境マネジメント
システム(ねりまエコプラン)」に基づき、環境への負荷を低減し、環境法令を
遵守するとともに、環境課題の解決に向けて取り組んでいます。 

 
２ 練馬区環境管理実行計画 

⑴ 温室効果ガス排出量の削減 
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、事業者としての区が、自ら

の事務事業に伴う温室効果ガス排出量の削減を目的として平成 23 年に策定
しました。 
令和２年３月に第三次計画を策定しました。この計画では、令和 12 年度

までに、平成 25 年度比 26%の温室効果ガス排出量の削減を目指します。 

※ 平成 25 年度排出係数で算出  

 

⑵ 温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結 
「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関

する法律」および「練馬区電力調達に係る環境配慮方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮した競争入札等を行っています。令和２年度は、
155 の区立施設において契約を締結しました。 

 
⑶ プラスチックごみの削減 

プラスチックごみが大量に自然界に流出し、生態系ひいては人体への影響
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令和２年度 

実績 
目標値 

(平成 25 年度比 26%削減) 
令和元年度

実績 
温室効果ガス排出量  

(t-CO2eq)※ 
48,865 40,136 53,017   

電気使用量に伴う二酸化

炭素排出量(t-CO₂eq)※ 
37,153 30,674    40,116 

 令和２年度 実績 平成 25 年度 実績 令和元年度 実績 

電気使用量(kWh) 65,180,689 72,723,309 70,378,085 

都市ガス使用量(㎥) 4,407,636 4,556,142   4,769,640 

ＬＰＧ使用量(kg) 16,947   51,915   47,172   

重油使用量(ℓ) 199,953   413,074   350,712   

灯油使用量(ℓ) 990   3,819   2,766   

地域冷暖房熱使用量(GJ) 15,915   15,246   12,016   

自動車燃料使用量 

(ガソリン換算値)(ℓ) 
158,521   220,580   171,182   

水道使用量(㎥) 1,128,070 1,617,637   1,442,770   

用紙使用量 

(A4 換算値)(枚) 
143,795,612 112,221,431 120,768,112   

廃棄物排出量(t) 2,305   2,606   2,194   
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※環境方針は、区が環境配慮活動を行っていくうえでの基本方針であり、この方

針に基づき区が行動することを、区の内外に約束するものです。 

 

練馬区環境方針 

 

(基本理念) 

練馬区は、みどり豊かな環境にやさしいまちをつくるために、みどりと水辺

を保全し、自然や生き物と共生できる環境の創出を目指します。また、大量生

産、大量消費、大量廃棄型の社会経済システムと生活様式を見直し、ごみの発

生抑制やリサイクルの推進を通じて循環型社会を形成し、足元から地球環境の

保全に貢献します。 

このかけがえのない練馬区の環境を次の世代へと引き継いでいくためには、

区民、事業者、区が連携して、環境を大切にする文化を育むとともに、環境を

保全するための仕組みをつくることが、何よりも大切です。 

そのために、区は、以下の基本方針に則り、環境基本条例や環境基本計画に

基づく施策を率先して推進します。 

 

(基本方針) 

１ 率先して環境への負荷を減らします。 

⑴ 区政の効率化に努め、事務事業に伴う環境への負荷を低減します。 

⑵ 環境法令を遵守し、環境汚染の未然防止に努めます。 

⑶ 区は、環境目的および目標を設定し、組織の全員が環境マネジメントシ

ステムを推進するとともに、常に見直しを行い、継続的な改善に努めます。 

 

２ みどりと共生できる生活都市を推進します。 

⑴ みどりと水に恵まれた、美しいまちをつくります。 

⑵ 環境汚染から区民の健康と生活環境を守ります。 

⑶ 地球環境保全のための足元からの行動を広げます。 

 

３ 区民・事業者・区が連携した環境保全活動を推進します。 

⑴ 環境にやさしいこころを育み、環境にやさしい仕組みをつくります。 

⑵ それぞれの役割や連携のあり方、取り組むべきことを明らかにし、環境  

保全を推進します。 

⑶ 区の環境方針および環境マネジメントシステムによる成果は区職員全員

に周知徹底するとともに区民・事業者を始め広く一般に公表します。  
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第７項 まちづくりで環境に配慮する 

１ 環境影響評価（環境アセスメント）制度 

⑴ 環境アセスメントとは 

大規模開発事業にあたって、事業者が、環境に及ぼす影響を事前に調査・予測・ 

評価します。その結果を公表し、住民や自治体などから意見を聴き、環境保全の 

観点からより良い事業計画を作り上げていく制度です。 

環境アセスメントは、昭和 44 年にアメリカで初めて制度化され、日本では、平 

成９年６月に「環境影響評価法」が成立（平成 11 年６月施行）しました。 

東京都においては、昭和 56 年 10 月から「東京都環境影響評価条例」に基づく 

環境アセスメントを実施しています。平成 14 年７月には条例を改正し、全国に

先がけて、まちづくりの計画段階でその環境影響を予測評価する「計画段階アセ

スメント」を導入（平成 15 年１月施行）し、従来の事業段階アセスメント制度

と一体で運用しています。 

 

 ⑵ 環境アセスメントの対象事業 

  ア 環境影響評価法の対象事業（法アセス） 

法アセスの対象となる事業は、道路、ダム、鉄道、発電所の新設など 13 種類

あります。このうち、規模が大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事

業を「第一種事業」とし、環境影響評価の手続を必ず行うこととしています。

「第一種事業」に準ずる規模の大きさの事業を「第二種事業」とし、環境影響

評価を行うかどうかを個別に判断します。 

 

  イ 東京都環境影響評価条例の対象事業（条例アセス） 

条例アセスの対象となる事業は、道路の新設または改築、鉄道・軌道または

モノレールの建設または改良、高層建築物の新築など 26 種類あります。なお、

法アセス対象となった事業は条例アセス対象から除外されますが、法アセスの

第二種事業のうち許認可権者が対象外と判定したものは条例アセスの対象と

なります。 
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環境アセスメントの対象事業の例 

環境影響評価法対象事業 東京都環境影響評価条例対象事業 

「第一種事業」の例 「条例対象事業」の例 

①高速自動車国道（新設:すべて、改築:車

線数増加１㎞以上） 

②一般国道（新設／改築（車線数増加等） 

４車線以上、10 ㎞以上） 

③普通鉄道（建設／改良 10 ㎞以上） 

④土地区画整理事業（100 ㌶以上） 

 

①高速自動車国道・自動車専用道路（新

設:すべて、改築:１㎞以上） 

②その他の道路（新設／改築４車線以上、

１㎞以上） ※新設／改築１㎞未満で

も対象事業の一部または延長として実

施するものは対象。※改築は幅員増加

を伴わない場合でも４車線以上になる

ものは対象。 

③鉄道（新設:すべて、改良（線増含む）：

１㎞以上） 

④住宅団地の新設（住宅戸数 1,500 戸以

上） 

⑤高層建築物の新築(高さ 100ｍ超、延べ

面積 10 万㎡超)※特定の地域(都心、副

都心、都市再生緊急整備地域等)の場合

は高さ 180ｍ超、延べ面積 15 万㎡超 

⑥土地区画整理事業（40 ㌶以上（樹林地

等を 15 ㌶以上含む場合は 20 ㌶以上）） 

「第二種事業」（「第一種事業」に準ずる規

模の大きさの事業）の例 

①一般国道（新設／改築（車線数増加等） 

４車線以上、7.5～10 ㎞未満) 

②普通鉄道（建設／改良 7.5～10 ㎞未満） 

③土地区画整理事業（75～100 ㌶未満） 

 

環境アセスメントを行う項目 

環境影響評価法 東京都環境影響評価条例 

環境影響評価の対象となる環境要素 環境影響評価における予測・評価項目 

環境の自然的

構成要素の良

好な状態の保

持 

大気環境 

大気質・騒音・

振動・悪臭・そ

の他 

大気汚染      悪臭 

騒音・振動     水質汚濁 

土壌汚染      地盤 

地形・地質     水循環 

生物・生態系    日影 

電波障害      風環境 

景観        史跡・文化財 

自然との触れ合い活動の場 

廃棄物       温室効果ガス 

その他知事が定める項目 

水 環 境 
水質・底質・地

下水・その他 

土壌環境・

その他の環

境 

地形・地質・地

盤・土壌・その

他 

生物の多様性

の確保及び自

然環境の体系

的保全 

植物・動物・生態系 

人と自然との

豊かな触れ合

い 

景観・触れ合い活動の場 

環境への負荷 廃棄物等・温室効果ガス等 
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 ⑶ 練馬区に関係する環境アセスメント対象事業 

  ア 環境影響評価法による環境アセスメント手続 

    都市高速道路外郭環状線（世田谷区宇奈根～練馬区大泉町間）建設事業：平

成 15 年度＊ 

  イ 東京都環境影響評価条例による環境アセスメント手続 

   (ア) 都市高速道路外郭環状線（放射７号線～埼玉県境間）建設事業：昭和 60年度＊ 

  (イ) 東京都新都庁舎建設事業：昭和 61 年度 

  (ウ) 都市高速鉄道第 12 号線新宿・練馬間建設事業：昭和 63 年度＊ 

  (エ) 東京ガス新宿超高層ビル（仮称）建設事業：平成元年度 

  (オ) 東京都市計画道路環状第８号線（練馬区北町～板橋区若木間）建設事業：

平成２年度＊ 

  (カ) 初台淀橋街区建設事業：平成３年度 

   (キ) 西武鉄道新宿線（西武新宿～上石神井間）複々線化事業：平成４年度（平

成７年４月取下げ）＊ 

  (ク) 東京都市計画道路環状第８号線（練馬区南田中～高松間）建設事業：平成５ 

  年度＊ 

   (ケ) （仮称）日本橋室町二丁目ビル建設事業：平成 11 年度→平成 14 年度の条

例改正により手続中途で対象外 

   (コ) 東京都市計画道路放射第 35 号線（練馬区早宮～北町間）建設事業：平成 11 

年度＊ 

   (サ) （仮称）西新宿六丁目西第 6 地区市街地再開発事業：平成 12 年度→平成

14 年度の条例改正により手続中途で対象外 

   (シ) 西新宿八丁目成子地区再開発ビル建設事業：平成 13 年度 

   (ス) （仮称）赤坂九丁目地区開発事業：平成 14 年度 

  (セ) 西武池袋線（練馬高野台駅～大泉学園駅間）の連続立体交差事業及び同線

（練馬高野台駅～石神井公園駅間）の複々線化事業：平成 15 年度＊ 

   (ソ) 練馬清掃工場建替事業：平成 19 年度＊ 

   (タ) 東京都市計画道路放射第 35・36 号線（板橋区小茂根四丁目～練馬区早宮

二丁目間）建設事業：平成 20 年度＊ 

   (チ) 光が丘清掃工場建替事業：平成 25 年度＊ 

(ツ) 西武鉄道新宿線（井荻駅～西武柳沢駅間）連続立体交差事業：平成30年度＊ 

ウ 埼玉県環境影響評価条例による環境アセスメント手続 

和光都市計画事業（仮称）和光北インター東部地区土地区画整理事業：平成

28 年度 

 

※ ＊印の事業は、練馬区内に事業地が含まれるもの 

 

 

 

- 28 -



 - 28 - 

 ⑶ 練馬区に関係する環境アセスメント対象事業 

  ア 環境影響評価法による環境アセスメント手続 

    都市高速道路外郭環状線（世田谷区宇奈根～練馬区大泉町間）建設事業：平

成 15 年度＊ 

  イ 東京都環境影響評価条例による環境アセスメント手続 

   (ア) 都市高速道路外郭環状線（放射７号線～埼玉県境間）建設事業：昭和 60年度＊ 

  (イ) 東京都新都庁舎建設事業：昭和 61 年度 

  (ウ) 都市高速鉄道第 12 号線新宿・練馬間建設事業：昭和 63 年度＊ 

  (エ) 東京ガス新宿超高層ビル（仮称）建設事業：平成元年度 

  (オ) 東京都市計画道路環状第８号線（練馬区北町～板橋区若木間）建設事業：

平成２年度＊ 

  (カ) 初台淀橋街区建設事業：平成３年度 

   (キ) 西武鉄道新宿線（西武新宿～上石神井間）複々線化事業：平成４年度（平

成７年４月取下げ）＊ 

  (ク) 東京都市計画道路環状第８号線（練馬区南田中～高松間）建設事業：平成５ 

  年度＊ 

   (ケ) （仮称）日本橋室町二丁目ビル建設事業：平成 11 年度→平成 14 年度の条

例改正により手続中途で対象外 

   (コ) 東京都市計画道路放射第 35 号線（練馬区早宮～北町間）建設事業：平成 11 

年度＊ 

   (サ) （仮称）西新宿六丁目西第 6 地区市街地再開発事業：平成 12 年度→平成

14 年度の条例改正により手続中途で対象外 

   (シ) 西新宿八丁目成子地区再開発ビル建設事業：平成 13 年度 

   (ス) （仮称）赤坂九丁目地区開発事業：平成 14 年度 

  (セ) 西武池袋線（練馬高野台駅～大泉学園駅間）の連続立体交差事業及び同線

（練馬高野台駅～石神井公園駅間）の複々線化事業：平成 15 年度＊ 

   (ソ) 練馬清掃工場建替事業：平成 19 年度＊ 

   (タ) 東京都市計画道路放射第 35・36 号線（板橋区小茂根四丁目～練馬区早宮

二丁目間）建設事業：平成 20 年度＊ 

   (チ) 光が丘清掃工場建替事業：平成 25 年度＊ 

(ツ) 西武鉄道新宿線（井荻駅～西武柳沢駅間）連続立体交差事業：平成30年度＊ 

ウ 埼玉県環境影響評価条例による環境アセスメント手続 

和光都市計画事業（仮称）和光北インター東部地区土地区画整理事業：平成

28 年度 

 

※ ＊印の事業は、練馬区内に事業地が含まれるもの 
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２ 練馬区まちづくり条例による開発調整手続 

練馬区まちづくり条例では、自動車駐車場等に係る開発事業について、良好な自

然環境の保全・育成と周辺の居住環境への配慮や良好な街並みの保全形成を図るた

めに、条例に基づく手続きを行うことを定めています。 

 

 ⑴ 手続きの対象 

  ア 床面積 300㎡以上の自動車駐車場の建築（建築物に付属する駐車場および延

べ面積 3,000㎡以上かつ高さ 15m以上の建築に該当する駐車場を除く） 

  イ 開発区域面積 300㎡以上の自動車駐車場の設置（アを除く） 

  ウ 開発区域面積 300㎡以上の材料置場の設置 

  エ 開発区域面積 300㎡以上のウエスト・スクラップ処理場の設置 

  オ アまたはイの規模の既存自動車駐車場の形式変更または路面舗装工事 

  カ ペット火葬施設等の設置 

 

⑵ 令和２年度の届出件数 

令和２年度の条例に基づく自動車駐車場等の開発に係る届出件数は計 10件で、

すべてが「⑴ 手続きの対象」イに該当する届出でした。 

 

 ⑶ 手続きの流れ（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標識の設置・届出 

・ 

自動車駐車場等に係る届出 

 

説明会の開催 
ウエスト・スクラップ処

理場・ペット火葬施設等

の場合は必ず行う。 

 

 
協議の申請・公表 

 

説明会の開催 
自動車駐車場・材

料置場は、求めが

あった場合に行

う。 

 

近隣住民の意見書の提出 

 

開発事業の届出 

必要に応じて区の意見提示 

 

事業者の見解書提出・公表 

 

協議の終了・公表 

 

環境確保条例の手続 

 

開発区域 

50ｍ 

開発区域から 50ｍの敷地 

工事着手の届出 

 

工事完了届・完了検査 

 

●近隣住民の範囲 
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